
生産施設

環境施設
※周辺地域の生活環境保全に寄与
  緑　地

  緑地以外の環境施設（運動場等）

その他（事務所・駐車場等）

工場敷地

「生産施設」の面積
敷地の30～65％以内
※業種による

「環境施設」の面積
敷地の25％以上
「緑地」の面積
敷地の20％以上

「その他」の面積
規制なし

「生産施設」の面積
全国一律

国が定める準則地方自治体が定める準則

「環境施設」の面積
国の定める範囲（敷地の10
～35％）で条例により設定
可能

「緑地」の面積
国の定める範囲（敷地の5
～30％）で条例により設定
可能

加古川市

高砂市

姫路市

播磨町

明石市

R3

H19・R1

H24

H28・R2

工業、工専、調整区域
準工業地域
工業専用地域
工業地域
工業、工専、調整区域
準工業地域
その他地域
新島、東新島のみ
新島、東新島以外の工業、工専区域
準工業、工業、工専、調整区域

５％以上　
10％以上　
１％以上※
５％以上※
５％以上　
10％以上　
20％以上　
１％以上※
10％以上　
20％以上　

※は地域未来投資促進法に基づく緩和

【近隣各市町における工場立地法に基づく緑地面積率の緩和状況】
実施年 緑地面積率

工場立地法に係る緑地面積率等が緩和されました
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趣 

旨

　
工
場
立
地
法
は
、
高
度
経
済
成
長
を

背
景
に
進
ん
だ
工
業
化
に
伴
う
、
公
害

問
題
や
地
域
環
境
、
自
然
の
喪
失
に
対

す
る
対
策
と
し
て
制
定
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
法
で
は
、
一
定
以
上
の
規
模
を
有

す
る
工
場
を
対
象
に
緑
地
面
積
等
に
つ

い
て
規
制
し
、
企
業
の
社
会
的
責
務
と

し
て
、
企
業
が
進
ん
で
工
場
の
緑
化
等

を
行
い
、
積
極
的
に
地
域
の
環
境
づ
く

り
に
貢
献
す
る
こ
と
を
求
め
た
も
の
で

あ
り
、
工
場
立
地
の
段
階
か
ら
周
辺
の

生
活
環
境
と
調
和
を
図
る
こ
と
を
義
務

づ
け
て
い
ま
す
。

   

緑 

地

　
「
緑
地
」
と
は
、
樹
木
や
芝
が
生
育

し
て
い
る
区
画
さ
れ
た
土
地
を
指
し
て

お
り
、
高
木
・
低
木
に
よ
る
制
限
は
あ

り
ま
せ
ん
。多
く
の
工
場
は
、こ
の「
緑

地
」
と
「
緑
地
以
外
の
環
境
施
設
」
を

合
わ
せ
た
『
環
境
施
設
』
と
、
『
生
産

施
設
』
、
駐
車
場
や
事
務
所
な
ど
『
そ

の
他
』
の
敷
地
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
「
緑
地
以
外
の
環
境
施
設
」
と
は
、

例
え
ば
噴
水
や
池
等
の
「
修
景
施
設
」
、

野
球
場
・
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
等
の
「
広
場
、

屋
外
運
動
施
設
」
、
浸
透
管
・
透
水
性

舗
装
地
等
の
「
雨
水
浸
透
施
設
」
な
ど

を
言
い
、
他
に
は
屋
内
運
動
施
設
や
教

養
文
化
施
設
、
太
陽
光
発
電
施
設
な
ど

で
す
。

　
今
回
緩
和
さ
れ
た
の
は
、
こ
の
『
環

境
施
設
』
と
、
そ
の
環
境
施
設
を
構
成

す
る
「
緑
地
」
の
、
敷
地
に
占
め
る
面

積
率
で
す
。

   

対
象
と
な
る
工
場

　
業
種
お
よ
び
規
模
に
つ
い
て
、
次
の

両
方
を
満
た
す
工
場
が
対
象
と
な
り
ま

す
。

◆
業
種　
製
造
業
ま
た
は
電
気・ガ
ス・

熱
供
給
業
（
水
力
・
地
熱
発
電
所
及
び

太
陽
光
発
電
所
は
除
く
）

◆
規
模　
敷
地
面
積
９
，０
０
０
㎡
以

上
、
ま
た
は
建
築
面
積
３
，０
０
０
㎡

以
上

　
昭
和
49
年
施
行
の
工
場
立
地
法
で
は
、

敷
地
面
積
の
20
％
以
上
を
緑
地
化
し
、

そ
の
緑
地
を
含
む
25
パ
ー
セ
ン
ト
以
上

を
環
境
施
設
と
し
て
整
備
す
る
よ
う
義

務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
現
在
、
こ
の
面
積
率
は
国
が
定
め
た

範
囲
で
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
市
町
村

が
条
例
で
緩
和
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て

い
ま
す
。

　
兵
庫
県
内
で
は
す
で
に
高
砂
市
な
ど

10
以
上
の
市
町
で
緩
和
さ
れ
て
い
ま
し

た
が
、
加
古
川
市
内
で
一
定
以
上
の
規

模
を
有
す
る
工
場
で
は
、
こ
の
緑
地
面

積
率
を
ク
リ
ア
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
近

隣
の
地
域
と
比
べ
条
件
が
悪
く
な
っ
て

い
ま
し
た
。

　高砂市や姫路市など、県内でも既に10以上の市町で緩和されている「緑地面積率』。
　加古川市内の企業から「近隣地域と比べ条件が悪い」などの声があったため、当所から加古川市へ
要望、加古川市議会へ請願していましたが、３月の市議会で緩和条例案が可決され、４月１日より施
行されました。
　今月は『工場立地法』『緑地面積率』と、その緩和された内容や経緯について特集します。

工場立地法に係る緑地面積率等が緩和されました
当所からの要望・請願により当所からの要望・請願により

　工場立地法の要件を満たさない工場を新設・変更する際でも、県の条例による届出の対象となる場合があり、
この緑化基準についても緩和されています。（届出の詳細について詳しくは加古川市ＨＰをご覧ください。）
◆工業立地の適正化に関する条例（兵庫県）による届出
　要件　敷地面積 １，０００㎡以上 ９，０００㎡未満
◆環境の保全と創造に関する条例（兵庫県）による届出（緑化義務あり）
　要件　敷地面積 ５，０００㎡以上 ９，０００㎡未満 または 建築面積 １，０００㎡以上

環境施設面積率

緑地面積率

敷地面積
５，０００㎡以上９，０００㎡未満
かつ建築面積 ３，０００㎡未満
敷地面積
１，０００㎡以上５，０００㎡未満
かつ建築面積　
１，０００㎡以上３，０００㎡未満

準工業地域
工業地域
工業専用地域
市街化調整区域

その他の地域
（住居・商業系等）

準工業地域 工業地域
工業専用地域 市街化調整区域 その他の地域

（住居・商業系等）

25％以上
➡　15％以上
20％以上

➡　10％以上

25％以上
➡　10％以上
20％以上

➡　５％以上

敷地面積の
20％以上

➡　10％以上
空地面積の
50％以上

➡　25％以上

敷地面積の
20％以上

➡　  ５％以上
空地面積の
50％以上

➡ 12.5％以上

敷地面積の
20％以上
➡　5％以上

緑化届出の
義務なし

敷地面積の
20％以上

➡　変更なし
空地面積の
50％以上

➡　変更なし

緑地面積に算入可能な重複緑地の割合
25％　→　50％まで

25％以上
➡　変更なし
20％以上

➡　変更なし

工
場
立
地
法
と
は
？

規
制
緩
和
の
経
緯

（加古川市の）新たな基準について


